農業委員会組織における
「人・農地プラン」推進「秋・冬の陣」の取り組み方針
平成24年9月13日
全国農業会議所
農地・組織対策部
　本年度から「人・農地プラン」づくりの取り組みが全国で進行しているが、地域での取り組みの内容や状況に差異が生じてきている。　
　全国で着実な策定のため、農業・農村の現場から機運を醸成して秋以降の実質的な話し合い活動やそれに引き続いての具体的なプラン策定に向けて、農業委員会系統組織として一斉に『人・農地プラン推進に向けた農業委員会「夏の陣」（８月～１０月）』として啓発宣伝活動等を推進しているところである。
　まもなく「人・農地プラン」づくりの話し合いが本格化する時期を迎える。同プラン策定と実現に向けた全国的な機運醸成のため、農業委員会系統組織としてのさらなる取り組みとして『「人・農地プラン」推進「秋・冬の陣」（10～12月）』に以下のとおり取り組むものとする。
　「地域の農地と担い手を守り活かす運動」おいて平成24年度は特に、「人・農地プラン」の作成と実現に向けて、認定農業者等経営体への農地集積等を通じて、農地の有効利用に取り組むこととしている。本運動の「集落の話し合い等を通じた地域の世話役活動の推進」、「認定農業者をはじめ地域の農業者等の意向把握・支援」等と、「人・農地プラン」づくりとの連動性を強化しながら取り組むものとする。
記
Ⅰ．重点的な取り組み
　１．市町村農業委員会における取り組み
　（１）地域における徹底した話し合い活動
　　　①集落・地域の話し合いへの積極的な関与
市町村等の呼びかけで実施される集落・地域の話し合いの場へ農業委員は積極的に関与していくこととする。具体的には、プランの市町村担当部局と連携を密にし、農業委員の参画を図っていくこととする。
特に地区担当制等を敷いている場合は、確実に担当地区における話し合いの場に参画する。
　　　②担い手との意見交換会の実施
　　　　　農業委員会系統組織が平成10年度から運動的に取り組んでいる「農業者との意見交換会（平成21年度までは「認定農業者との意見交換」）」を人・農地プランを推進する観点から取り組む。認定農業者等の「地域の中心となる経営体」として想定され得る対象者との意見交換会の設営に可能な限りにおいて取り組むこととし、その話し合いの結果をプラン策定に反映するよう留意する。
　　　　　なお、この際、地域外からの大規模土地利用型経営体等の入り作農業者に対しても、必ず参加を呼びかけることとする。
　　　③現場に出向いた移動農業委員会等の開催
「地域の農地と担い手を守り活かす運動」における「集落の話し合い等を通じた地域の世話役活動」（①移動農業委員会や集落座談会等の開催、個別訪問など、積極的に地域に足を運ぶ取り組み、②集落での話し合い活動や相談活動等に取り組み、農地の利用調整や地域の世話役活動の推進）の実施にあたり、「人・農地プラン」を推進する観点から、人・農地プラン、農地の利用集積、農地等の税制や手続きなどに関する相談に応じる、現地に出向いた移動農業委員会等を開催し、個別の相談に応じる取り組みを推進する。
実施に当たっては、プランの作成主体である市町村担当部局との連携に努め、協力が得られるよう留意する。
開催に当たっては、開催地域の認定農業者等の担い手とともに、地区外からの入り作農業者にも声かけをし、「中心となる経営体」となることが見込まれる担い手の意向把握に努める。
　　　　参考：「地域の農地と担い手を守り活かす運動」において、福島県農業会議と県下の農業委員会では、一人ひとりの農業委員による巡回、個別訪問活動を強化する取り組みとして、一人の農業委員が、毎月１回、１農家以上を訪問し、農政情報の提供や相談活動等を行う「１・１・１運動」を平成7年から展開している。　なお、近年は、利用状況調査などの農業委員が全体で取り組むものをこの運動に含め、「新１・１・１運動」としている。
　（２）市町村と連携した農家意向の把握
　市町村等による意向調査に協力し、積極的に関与する。
　市町村が意向調査を実施していない場合は、農業委員会から意向調査の実施について働きかけることとする（別紙１参照）。
　必要に応じて毎年12月に実施する農業委員会委員選挙人名簿の登載申請書の提出の機会をとらえ、農地の規模拡大・縮小、経営の継承など意向調査を行う取り組みを検討する（次年度以降も継続的取り組みとして検討する）（別紙２参照）。実施に当たっては、市町村担当部局と調整を行い、現場で混乱が発生しないよう留意する。
　（３）農地の利用調整と遊休農地解消に関する取り組み
　　　　農業委員会の本来業務である、農業委員会法6条2項2号に基づく農地関連業務、及び農振法18条に基づく「農地移動適正化あっせん事業」と基盤強化法13条の「認定農業者への利用権設定等の促進」による農地の利用調整活動、農地法30条に基づく利用状況調査（農地パトロール）による遊休農地等の解消・有効利用に向けた取り組みと、「人・農地プラン」の目指す取り組みが同じものであることを踏まえ、本来業務の一貫として取り組みを強化する。
具体的には、基盤強化法13条の利用権設定を適用することを受け手と出し手の双方に働きかけ、マッチングに取り組む。
また、地域に農地利用集積円滑化団体がある場合は、農地の貸し付けを希望した者の意向を踏まえつつ、同団体への白紙委任の申し出に結びつける。
農地法30条等による遊休農地の解消に当たっては、農地所有者に対し、農地利用集積円滑化団体への白紙委任を強力に働きかける。
上記（１）、（２）、（３）の取り組みにあたっては、農地の出し手に対しては農地集積協力金、農地の受け手には戸別所得補償制度の規模拡大加算の活用に結びつくよう対応する。
　（４）利用状況調査（農地パトロール月間8月～11月）の結果の「人・農地プラン」への反映
農業委員、農業委員会事務局が市町村・関係団体等と連携をとりつつ、農業委員会の本来業務である「利用状況調査」（農地パトロール）の結果を担い手への農地の利用集積につなげるべく、その結果を「人・農地プラン」に反映させる取り組みを推進する。
具体的には、農地所有者による利用が困難あるいは近く利用が困難となることが見込まれる農地を、担い手（地域の中心となる経営体）に結びつけるため、（農地集積協力金、戸別所得補償制度の規模拡大加算等の支援策の活用をてことして）プランづくりを推進する。
プラン策定にあたっては、県段階の稲作経営者会議、都道府県農業法人協会の会員など、地域外の大規模土地利用型経営体の参入受け入れも検討する。
　２．都道府県農業会議、全国農業会議所の取り組み
　（１）利用調整活動の支援
　　　　都道府県農業会議は、広域的農地利用調整の視点から、「人・農地プラン」の推進にあたっても、入り作農業者や新規就農、一般法人の農業参入の支援も含めて、農業委員会における利用調整活動を支援する。
　（２）情報の共有とフィードバック
　　　　都道府県農業会議、全国農業会議所が連携し、「人・農地プラン」策定推進モデル農業委員会の設定並びに支援に取り組み、モデル農業委員会づくりで得たノウハウをフィードバックする。
また、東・西・中日本の三ブロックに分けて開催する農業委員会職員現地研究会、都道府県農業会議職員農政・農地専門地区別研修会等において、「人・農地プラン」づくりを推進するための協議を行うとともに、情報共有に努める。
Ⅱ．継続的な取り組み
　１．農地データの提供
　「人・農地プラン」作成の話し合いの基礎データ（農地情報、人情報等）として農地基本台帳のデータの提供、及び農地地図データを保有する場合は、利用現況図等の作成・提供を行う。
　２．地域段階での「人・農地プラン」の普及・啓発活動
　　　全国で着実なプラン策定に向けて、農業・農村の現場から機運を醸成して実質的な話し合い活動やそれに引き続いての具体的なプラン策定に向けての農業委員による啓発宣伝活動を継続する。
　　　具体的には、
　（１）啓発・宣伝資料（パンフレット、チラシ）の農業委員による配付
　　　①「パンフレット」の集落の代表者等への配付
　　　　　「人・農地プラン」の「パンフレット」を農業委員から各集落の代表者等に配付し、普及・啓発を推進する。
②プランに関連が強い農業者への簡易な「チラシ」の配付
　　　　　今回、下記の農業者等に対しては、A４裏表の簡易な「チラシ」を作成・配付し、プランの必要性とともに、プランの位置づけにより、得られるメリットがあることを周知する。
配付にあたっては、下記該当者へ直接手渡しをすることを基本とし、農業委員が担当地区、居住地区において、日常的に配付できるようにする。
ア．農地の出し手となることが見込まれる農業者
・プランの位置づけにより、農地集積協力金が交付されること
イ．担い手（地域の中心となる経営体となることが見込まれる農業者等）
・農地の出し手に農地集積協力金が交付されること
・戸別所得補償制度の規模拡大加算の面的集積とみなされること
・認定農業者のスーパーL資金の金利負担軽減措置が受けられること
ウ．後継者の就農が見込まれる農家
・青年就農給付金（経営開始型・年間150万円）が最長5年間給付されること
　（２）配付後の対応
　　　啓発・宣伝資料の配付の結果、以下の対応に留意する。
①「話し合い」の兆しが出た場合
　資料配付の結果、農業者から集落等における「話し合い」の兆しを把握できた場合、農業委員は農業委員会事務局に直ちにそのことをつなげる。農業委員会事務局では市町村担当部局と連携し、集落座談会等の実施に向けて取り組む。
　また、農業委員会が実施する「農業者との意見交換会」等に位置づけることが可能かどうか検討を行う。
②農家から具体的な相談がなされ場合
　資料配付の結果、農家から農地規模拡大、縮小等の意向が把握できた場合、農業委員は農業委員会事務局に直ちにそのことをつなげる。農業委員会事務局はその案件について、農業委員会のあっせん、基盤強化法の利用権設定の申し出につなげられるか検討する。また農地利用集積円滑化団体への情報提供が必要な場合は所定の手続きを図る。
　また、案件が遊休農地の場合は遊休農地対策への位置づけに特に留意する。
　以上の対応を踏まえ、これら案件をプラン策定に当たって、「今後の地域の中心となる経営体」及び「地域の中心となる経営体以外の農業者」への位置づけに向け、留意していくものとする。
　３．農業委員会における市町村プラン担当部局による進捗状況報告
　毎月の農業委員会総会等の場で、当該市町村におけるプランの策定状況を市町村担当部局から説明を受け、農業委員が、自分の市町村及び地域・集落におけるプランの策定状況について確認する取り組みを継続する。
　４．プラン策定未着手の市町村への農業委員会からの働きかけ
　プランの策定が未着手の市町村においては、農業委員会の意見の公表機能等の活用も含め、農業委員会から市町村担当部局に対してプランの策定に取り組むよう予算の確保もあわせて働きかける取り組みを継続する。
Ⅲ．農業委員会、都道府県農業会議、全国農業会議所の役割と連携
　１．農業委員会
　農業会議と連絡・調整を図りつつ、市町村と調整・連携のもと、他の機関・団体との連携も密にしながら、地区担当の農業委員ともにプランづくりに積極的に関与する（利用状況調査の結果を、担い手への利用集積に活用することを基本として）。
　２．都道府県農業会議
　農業委員会・全国農業会議所と連絡・調整を図りつつ、プランづくりを現地で支援するとともに、得られたノウハウのフィードバックに努める。
　３．全国農業会議所
　農業会議と連絡・調整を図りつつ、プランづくりを支援するとともに、得られたノウハウの全国的な普及に努める。
	「人・農地プラン」策定推進モデル農業委員会の設定
－農業委員会、農業会議、農業会議が連携したモデル的取り組み－
　都道府県農業会議と全国農業会議所において、「農業委員会版『人・農地プラン』」策定推進の先導的な取り組みの掘り起こしを行う。必要に応じて都道府県農業会議と全国農業会議所は適宜、当該委員会へ出向くなど、支援を講ずるものとする。
　都道府県農業会議と全国農業会議所にて調整・協議の上、農業委員会の協力を得て、農地利用状況調査の結果をもとに、担い手への農地の利用調整を図り、「人・農地プラン」に反映させる取り組みについて、先導的に取り組む農業委員会（以下、モデル農業委員会）を設定する。　
　モデル農業委員会においては、農業委員、農業委員会事務局が市町村・関係団体等と連携し、役割分担を図りつつ、農地所有者による利用が困難あるいは近く利用が困難となることが見込まれる農地を、担い手（地域の中心となる経営体）と結びつけるべく、「人・農地プラン」づくりに反映されるよう取り組みを推進する。
　
　モデル農業委員会の設定にあたっては、①水田農業地域、②水田農業地帯以外の地域に区分して、政策支援の内容を考慮しつつ対応する。モデル選定にあたっては、稲作経営者会議や農業法人協会の会員など土地利用型大規模経営体に着目し、その旺盛な規模拡大意欲を遊休農地や担い手不足地域の農地活用につなげるよう留意する。なお、市町村農業委員会、都道府県農業会議、全国農業会議所が一体的に取り組むことで、成果を確保し、その成果を市町村や都道府県、全国レベルで波及させる。
　ステップ１：モデル農業委員会の候補の選定（～8月末）
　　　都道府県農業会議が下記①②を踏まえつつ、管下の市町村農業委員会へ取り組みの趣旨を説明し、候補となる農業委員会を選定する。
　　　①県段階の稲作経営者会議や農業法人協会会員など土地利用型経営体の規模拡大意欲を活かせるように留意します。
　　　②利用状況調査の結果を、上記経営者組織のメンバーなどの担い手への農地利用集積につなげていきます。
　ステップ２：推進体制の整備（9月）
　ステップ３：担い手の意向把握（情報の収集・整理、実態把握、事前調整等）（10月）
　ステップ４：集落・地域の話し合い
　ステップ５：人・農地プランの原案作成     （10月～1月）
　ステップ６：市町村による検討会・決定
　ステップ７：結果や成果のとりまとめ、他の農業委員会へのフィードバック
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